
年金事務所等の事業所調査 

社会保険の算定基礎届に関する調査 

毎年、年金事務所で 7 月に算定基礎届提

出の際に行われている調査は、今年も例年

通り多くの企業が対象として選ばれます。4

年(場所によっては 6 年)の間に全国の年金

事務所は管轄の企業を一通り調査しますの

で一昨年、昨年と選ばれなかった企業も今

年か来年に選ばれる可能性があります。 

行政機関にも横のつながりが 

 近年の行政の調査においては年金事務所

の算定基礎届に限らず、労働基準監督署で

も頻繁に行われています。 

今まで縦割りと言われていた行政の機関

ですが、これまでのものとは若干異なり年

金事務所と労働基準監督署による合同調査

が行われるケースも見受けられるようにな

りました。合同とまではいかなくとも、例

えば外国人労働者に関してハローワークと

入国管理局、年金記録については年金事務

所と市区町村が連携を見せており、社会保

険未加入事業者は年金事務所と法務局を通

して登記情報の提供を受け始めている等、

共有化が進められています。年金事務所は

ハローワークや地方運輸局の社会保険加入

状況を受ける事ができるので以前より社保

未加入事業者の把握は早くなっています。 

自主的加入と強制加入の違い 

 国土交通省は建設業者の社保加入率の低

さが大きな問題となっている事から、平成

29 年までに 100％の事業者が社保加入する

よう指導を始めています。建設業許可や更

新時、現場立入検査、経営事項審査の際に

社保加入状況を確認し未加入であれば加入

の指導をし、自主的な加入を促しています。

指導にもかかわらず未加入のままでいると

不適切な事業者とみなされ、職権により加

入させられる場合があります。建設業に限

らず、会社が自主的に加入する時は受付の

日からの加入となりますが、強制加入させ

られた時は最長 2 年の遡及加入となるので

社会保険料も遡り払いで、その負担は非常

に大きいものとなってしまいます。 

 調査があるから加入すると言うものでは

ありませんが、マイナンバー制度導入で法

人番号が行政の横のつながりで分かり易く

なると調査の範囲も広げられてくるかもし

れません。 
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